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むすび──結論と残された課題──

は じ め に

２００４年，中国沿海地域の一部で農民工が不足

し賃金が高騰しつつあることがメデイアで報道

され，経済界に大きな波紋を広げた。農民工の

賃金高騰は中国の輸出関連企業の競争力を阻害

し，そればかりか，安い賃金を目指して流入し

た外資が他の途上国に流出する可能性があり，

これは輸出と外資に大きく依存する中国経済に

深刻な影を落とすと考えられるからである。「民

工荒」と呼ばれるこの現象は中国内外の学界に

も大きな影響を与え，「中国はルイスの転換

点（注１）を越えたか」という問題をめぐって議論

が巻き起こった［大塚２００６；田島２００８；蔡２００７，

２００８；呉２００７；王２００８；厳２００８；２００９；Cai and

Wang２００６；Garnaut and Huang２００６；Meng and

Bai２００７］。中国が転換点をこの年に越えたと

すれば，日本の１９６０年［南１９７０；２００２，第９章；

Minami１９６８；１９７３］（注２），台湾の６０年代末［朝

中国経済の転換点
──日本との比較──
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《要 約》

本稿は，１９６０年頃にルイスの「転換点」を通過したとされる日本の経験と比較しながら，中国も２０００

年代前半にそれを通過したという説に対する反論を展開したものである。１９９０年代以降について農業

労働の限界生産力を計測すると，それは農業賃金を大幅に下回っており，農業労働の約６割が「過剰

労働」の状況にあることが判明する。しかもその割合は時期的にほとんど変わっておらず，労働市場

には大きな変化はみられない。その主たる理由は，都市産業の労働需要の伸びが十分ではないことと

農民工に対する差別のために，農業労働力の流出が制限されたからである。このため都市産業の実質

賃金は上昇したが，農民工を多く抱える産業と高技術・高生産性部門の間の賃金格差は拡大し，所得

不平等化に拍車を掛けている。日本では１９５０年代に農業労働力が急減し，そのため労働生産性は急上

昇して過剰労働力が解消し，都市と農村の格差や都市内部の格差は大幅に縮小し，所得分布をそれま

での悪化傾向から改善へと転化させたのとは対照的である。

──────────────────────────────────────────────
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元２００４；陳１９８３；Fei and Ranis１９７５］，韓国の

７０年代初頭［金１９８３；Fei and Ranis１９７５］に次

いで，東アジアで４つ目の転換点通過となり，

中国経済の成功の証としてその意義は大きい。

しかし中国の転換点に関する研究には問題が

多い。あるものは農民工の過剰から不足への転

換を主張するものの，沿海都市における労働需

給や賃金の変動に関する十分な統計的分析は見

られない。また転換点の通過を主張する文献も

必ずしも厳密な手法でそれを実証しているわけ

ではない。「ルイスの転換点」は，「非近代部門」

に相当する農業の過剰労働力が消滅する時点で

あるから，農業の過剰労働力の計測が必要なは

ずである。しかし大多数の文献ではそうした分

析は行われていない。本稿は，都市労働市場の

状況を適切なデータによって分析し，さらに農

業の生産関数と限界生産力の計測を通じて過剰

労働力の大きさを計測し，中国経済の転換点の

時期を明らかにしようとするものである。そし

て重要なことは，こうした分析と議論が日本の

経験との比較を交えて行われる点にある。日本

の転換点については多くの研究が蓄積されてい

るので，それとの比較によってより正確な分析

と的確な議論が可能になると考えられるからで

ある。

第Ⅰ節では，最近の賃金・雇用データによっ

て都市労働市場の変貌の実態に迫る。すなわち

労働需給の指標としての失業率，および一方で

は農業と，他方では高生産性・高賃金の都市産

業（非一次産業）との間の賃金格差の分析を行

う。第Ⅱ節では，農業生産関数を計測し，その

結果をもとに過剰労働力を計測し転換点の時期

について論ずる。第Ⅲ節では，農業労働力と過

剰労働力の変動を都市産業の動向に絡めて分析

し，過剰労働力の減少の要因，あるいはそれが

残存している原因を明らかにする。次いで郷鎮

企業の生産関数を計測しその雇用吸収力につい

て論ずる。最後に結論と残された問題を要約す

る。

Ⅰ 都市労働市場の「変貌」

１．失業率

都市労働市場の需給バランスを表す代表的な

指標は失業率である。しかし統計局によって公

表されている失業率の年次系列には問題が多い。

農業を止めて都市に流入した「農民工」（戸籍

は農村のままで就職と子弟教育等に大きな差別が

ある［丸川２００２，第４章；厳２００５；２００７；２００９；

馬２００８］）が対象からはずれているし，一時帰

休者（実態的には失業状態にある）も含まれてい

ない。そこで筆者の１人は，センサスおよび人

口抽出調査のデータをベンチマークとして失業

数を調整し，それを都市労働力によって除した

系列を計測した（注３）。この推計は２０００年で終わ

っているが，本稿では２００５年の１％人口抽出調

査を用い，２００１～０４，２００６～０７年は国家統計局

の『中国統計年鑑２００８』表４―１とリンクして推

計した。

それによると失業率は１９８５年（２．８パーセント）

から急激な上昇を示し，２０００年には実に１０．３パ

ーセントに達した。上昇傾向はその後も続

き，２００３～０６年には１２パーセントという高い水

準に達している。これは現代中国の都市では大

量の失業が存在し，しかも問題の時期に低下し

た事実はないことを示す。それは２００４年頃を転

換点とする説に対する１つの反証となる。

これに反して日本の失業率（センサスによる

中国経済の転換点
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計数）は，１９５０年代に２パーセントであったが

６０年には１パーセントに低下している［総理府

統計局１９８７，３６５］。後に見るように，５０年代と

６０年代には都市産業が急成長し，いわゆる高度

成長を実現したが，その結果労働需要は急増し

労働市場は�迫した。当時「金の卵」と呼ばれ

た農村の主として中卒・高卒の若い労働者は集

団就職の形式で大量に都市に流入した。

２．実質賃金と賃金格差

次に過剰労働力の温床と考えられる農業部門

の賃金の変動を見よう。ルイスの理論では，転

換点以前は農業賃金は生存水準SLで決まり，

転換点以後は労働の限界生産力MPLによって

決まる。したがって仮にSLが一定でMPLが上

昇するならば，転換点を境に農業賃金は一定か

ら上昇傾向へと転換することになり，転換点を

通過したことの１つの証拠となる。

筆者の１人が日本の転換点を論じたとき農業

年雇労働の賃金が用いられた。しかし中国では

この種のデータは存在せず別の指標を用いざる

を得ない。本稿では，２つの指標を用いている。

農村家庭の１人当たり純収入（注４）と１人当たり

生活消費支出である（注５）。図１によると実質値

（全国消費者物価指数でデフレート）は１９８０年代

以降一貫して上昇している。１９８８～２００７年の成

長率は５．３パーセントと４．９パーセントである。

このようにSLの２つの指標はいずれも上昇

しており，このことは転換点の通過を意味する

のであろうか。使用した統計の信憑性はここで

は問わないとして，重要なことは，SLそのも

のは社会・文明の発展によって上昇するもので

あり，農業賃金の上昇という事実だけでは転換

点通過を結論することはできないということで

ある。しかし次善の策として次のような判別基

準がありえよう。第１は，実質賃金の上昇傾向

に明らかな加速（もしくは成長率の上昇）が見

られるかどうかである。対数値を描いた図の勾

図１ 農民の生活指標の変化

（出所）『中国統計年鑑』各年版。
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配は成長率であるが，いずれの指標においても

２００４年頃に成長率の上昇は見られない。

第２は，熟練労働賃金との比較である。ルイ

スの無制限労働供給は主として農村から供給さ

れる不熟練労働力に当てはまるものであり，熟

練労働力ははじめから制限的である。前者は転

換点通過によって加速し，後者の賃金はいずれ

の時代にも上昇する。したがって，前者と後者

の賃金格差は転換点通過によって縮小するはず

である。図２（B）は，SL指標として農村家庭の

１人当たり純収入を用い，３つの都市産業，す

なわち製造業，金融業，電力・ガス・水道業に

対する比率を描く。製造業はもっとも代表的な

都市産業であり，その中には多数の農民工が雇

図２ 農工間賃金格差の変化：日本と中国

（出所）日本：Minami（１９７３，２９８，３０７）。
中国：農村１人当たり純収入は図１，その他は『中国統計年鑑２００８』表４―２７。

（注）日本：農業賃金の機械産業生産労働者の賃金の比率。男子のみ。
中国：農村１人当たり純収入の他産業に対する比率。

中国経済の転換点
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用されている。逆に他の２業種は高生産性・高

賃金の産業（注６）（ホワイトカラーや熟練労働者を

多く抱える産業）であり，農民工とは無縁の産

業の代表である。対製造業比率が緩慢な低下を

示すのは農民工を多く抱えることから当然であ

る。逆に対金融業比率，対電力・ガス・水道業

比率は１９９０年代以降急速に低下しており，２００４

年以降でもその低下傾向は衰えない。

日本の農業（年雇労働者）の実質賃金は中国

とは随分違った変化パターンを示す。それは第

１次大戦後のブームの期間に上昇したもののそ

の後の不況期に低下したため，戦前（１８９８～１９３８

年）は平均１．２パーセントの上昇率に止まって

いる。戦後転換点以前（１９５４～６１年）は４．４パー

セントであったが，転換点以後（１９６１～６９年）

は７．１パーセントに達している［Minami１９７３，

１４７―１５４］。図２（A）には農業賃金の対機械産

業賃金比率を描く（男子のみ）。これは不熟練

労働力の熟練労働力に対する賃金格差の指標で

あり，１９５０年代には変化はないが６０年以降大き

く縮小している。これは農村を主たる供給源と

する不熟練労働力が不足傾向に陥り，賃金が高

騰したためである。このように日本では１９６０年

頃各種賃金格差は縮小を始めたが（注７），これは

農村の過剰労働力が枯渇し都市産業への労働供

給価格が高騰したことを示す。しかし現代中国

では，労働市場の基調変化を示すこうした現象

はいまだ発生していない（注８）。

Ⅱ 農業生産関数と過剰労働力の計測

１．農業生産関数の計測

本稿では，１９９０年以降２００５年までの３１省・直

轄市・自治区（以下，簡単に省と記す）データ

によって農業生産関数を計測する。この間農業

生産物の構成や生産技術は変化したはずであり，

またそれらは地域間で大きな格差があるはずで

ある。したがって期間別及び地域別に計測する

ことが理想的である。しかし十分なサンプル数

を確保するため，本稿では，期間別計測（１９９０

～９５，１９９６～２０００，２００１～０５年）は全国に限定し，

地域別計測（東部，中部，西部）は全期間に限

定することとした。いずれにおいても，年次別

データと省別データをプールして計測される。

利用される『中国統計年鑑』および『中国農

村統計年鑑』各年版では林業と水産業が含まれ

て分離できないので，実質的には第一次産業が

対象となる。設定されたタイムシリーズ・クロ

スセクション分析の生産関数（一次同次）は以

下の通りである。

LnYit�Lit＝A＋�LnNit�Lit
＋�LnKit�Lit＋��j Ditj＋�t＋uit （１）

ここでYは付加価値額，Nは労働力，Kは粗

資本ストック（生産的固定資産から農業生産に関

係のないものを除いたもので，大家畜，農林牧漁

業機械，生産用建物の合計である），Lは作付面

積である（YとKは１９９５年価格）。添字iは省，t

は年次， jは地域を示す。Aは定数，�と�はそ
れぞれ労働と資本の弾力性であり，土地の弾力

性�は１－�－�である。Diは地域ダミーであり，

気候や作物が地域によって異なる効果を表す。

期間別計測では，３１省を東部（１２省），中部（９

省），西部（１０省）に分け（注９），東部ダミー（東

部＝１，その他＝０），中部ダミー（中部＝１，その

他＝０），西部ダミー（西部＝１，その他＝０）の

３つのダミー変数を設定する（注１０）。地域別計測

では，東部ダミー（北京・天津・上海・江蘇・浙

江・広東＝１，東部のその他省＝０），中部ダミー
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（山西・内蒙古・吉林・黒龍江＝１，中部のその他

省＝０），西部ダミー（重慶・四川・貴州・雲南

＝１，西部のその他省＝０）を設定している。�は
地域ダミーのパラメーターを示す。“t”はトレ

ンド（１９９０年を１とする）であり，�はそのパラ
メーターである。“u”は誤差項である。

表１は全国データによって３期間別に計測し

たものである。この結果を先行推計と比較して

みよう。新谷推計（１９９３～９５年）では，労働，

資本，土地の弾力性はそれぞれ０．３３７，０．２２５，

０．４０８［新谷１９９８，１２１］，本台・羅推計（１９９３～

９５年）ではそれぞれ０．３５２，０．４５８，０．１９０であ

る［本台・羅１９９９，６６］。いずれも本推計の初

期（１９９０～９５年）とかなり近い結果となってい

る。

興味深いのは労働の弾力性が３つの期間で

０．２１５，０．２５９，０．３７９と上昇傾向にあることで

ある。なぜなら戦前日本でも同様の現象が見ら

れるからである［南１９８１］。表１に掲げられる

ように，それは１９１６～３０年が０．１２５であったが，

１９３１～４０年では０．２５４に達し，戦後初期（１９５３

～６６年）の０．５６２という高い水準に結びついて

いる。戦前日本と現代中国では同じタイプの技

術変化（労働使用的バイアスを持つ）が見られた

こと（注１１），現代中国の労働弾力性は戦前末期の

日本に近い大きさであることは興味深い。

この計測では，農業生産の地域間格差は地域

ダミーによって表される。東部を基準とした中

部と西部のダミー変数はマイナスで有意であり，

東部が比較的高い生産効率を有していることを

示す。これは東部が高い技術水準や有利な気候

条件を有していることを示している。

表２は全期間について３地域別に計測したも

のである。それによると確かに地域間で大きな

格差が認められる。労働の生産弾力性を取り上

げると，東部が０．２５９，西部が０．３２８とほぼ同じ

労働生産弾力性
α

資本生産弾力性
β

土地生産弾力性
γ

地域ダミー中部
D１

地域ダミー西部
D２

年次
λ

決定係数

日本
１９１６～１９３０
１９３１～１９４０
１９５３～１９６６

０．１２５
０．２５４
０．５６２

０．１１２
０．１４３
０．２２１

０．７６３
０．６０３
０．２１７

中国
１９９０～１９９５

１９９６～２０００

２００１～２００５

０．２１５
（４．３４）
０．２５９
（４．０３）
０．３７９
（５．３７）

０．１４８
（４．９９）
０．１４０
（２．６４）
０．０９８
（２．００）

０．６３７

０．６０１

０．５２３

－０．４９４
（－９．２５）
－０．５１５
（－９．２２）
－０．６２２
（－９．７５）

－０．５５５
（－１０．８６）
－０．６７１
（－１２．８２）
－０．７４６
（－１２．９１）

－０．０５２
（－２．４６）
０．０１７
（１．１１）
０．０６７
（３．８６）

０．６０４

０．６２１

０．６４９

（出所）日本：戦前期間は南（１９８１，３５９）。ただし１９１６～３０年は１９１６～２０，１９２１～２５，１９２６～３０年の計測
値の単純平均値。１９３１～４０年は１９３１～３５，１９３６～４０年の平均値。
戦後期間（１９５３～６６年）は５階層別計測値［Minami１９７３，１９４］の平均値。

中国：推計については本文参照。
（注）（ ）内はt値。決定係数は自由度修正済み。

表１ 農業生産関数の計測：日本と中国

中国経済の転換点
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であるが，中部が０．０９７と著しく小さな値とな

っている。これは次節で述べるように，中部地

域において低い労働の平均生産力と並んで限界

生産力を低くするもう１つの要因である。農業

生産関数の地域別計測の先行研究はきわめて少

ないが，その稀な例が李（２００５，表３―３）（注１２）で

ある。それによると，労働の生産弾力性は東部

０．３６３，西部０．４４０，中部０．０１９と本推計より多少

高めとなっているが，地域格差のパターンは同

じである。

２．過剰労働力の計測

表３では第一次産業の労働生産性と賃金の比

較が行われる。平均労働生産力APLに労働の生

産弾力性αを乗じることによって限界労働生産

力MPLを算出し，生存水準SLと比較する。SL

指標は推計（１）では農村家庭の１人当たり純収

入，推計（２）では１人当たり生活消費支出であ

る。

MPLはSLのいずれよりもかなり小さいが，

その比率MPL/SLはいずれの推計でも上昇傾向

を見せており，農村労働市場に変化が起こって

いることを示している。例えば推計（１）をみる

と，１９９０～９５年は３５．６パーセント，１９９６～２０００

年は３９．１パーセント，２００１～０５年は５６．６パーセ

ントである。

表４では過剰労働力の推計が行われる。ここ

には現実の労働力と，転換点を保証する（MPL

とSLが一致する）「均衡労働力」が掲げられる。

そして両者の差として「過剰労働力」が推計さ

れ，最後の欄にはその割合（過剰労働力率）が

計算されている。３期間別には，推計（１）の場

合，過剰労働力率は，１９９０～９５年が７５．７パーセ

ント，１９９６～２０００年が７１．５パーセント，２００１～

０５年も６４．８パーセントに達しており，全般的に

中国農業は大量の過剰労働を抱えていることが

分かる。いずれの推計でも過剰労働力率は低下

しているが，推計（１），（２）の低下幅はそれぞれ

１１％ポイント，２３％ポイントであり，中国経済

がゆっくりと転換点に向かっていることを示し

ている。

上記の過剰労働力率について他推計との比較

を付加しておきたい。本推計の先行研究として

は新谷推計（１９９０～９５年）と本台・羅推計（１９９３

～９５年）がある（注１３）。過剰労働力率はそれぞれ

５０～５５パーセント［新谷１９９８，１２８］，６０～６８パ

労働生産弾力性
α

資本生産弾力性
β

土地生産弾力性
γ

地域ダミー１
D１

地域ダミー２
D２

年次
λ

決定係数

全国

東部

中部

西部

０．３０７
（８．９７）
０．２５９
（３．６３）
０．０９７
（１．５４）
０．３２８
（４．２５）

０．０５５
（３．３６）
０．０２２
（０．７４）
０．０２４
（１．０４）
０．０７４
（２．４８）

０．６３８

０．７１９

０．８７９

０．５９８

－０．５７３
（－１７．２０）
０．２１８
（５．１５）
－０．３３０
（－５．８５）
－０．０７１
（－１．１３）

－０．６７５
（－２１．５０）

０．０２８
（７．４０）
０．０４０
（６．８６）
０．０２８
（５．１３）
０．０１９
（２．５５）

０．６４５

０．６０３

０．５９３

０．５０６

（出所） 中国：推計については本文参照。
（注）地域ダミーの定義については本文参照。

表２ 農業生産関数の計測：中国・地域別（１９９０～２００７年）
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（日本：円，中国：元）

労働平均生産力
APL

労働生産弾力性
α

労働限界生産力
MPL＝αAPL

推計（１） 推計（２）

生存水準
SL

MPL/SL
（％）

生存水準
SL

MPL/SL
（％）

日本
１９２０～１９３７
１９５５～１９６８

１８４
３４２

０．２４５
０．５６２

４５
１９２

１３９
１８３

３２．４
１０４．９

中国
１９９０～１９９５
１９９６～２０００
２００１～２００５

２，３８０
２，９７９
３，４８６

０．２１５
０．２５９
０．３７９

５１２
７７２
１，３２１

１，４３８
１，９７４
２，３３３

３５．６
３９．１
５６．６

１，２１３
１，４９７
１，７４９

４２．２
５１．６
７５．５

東部
中部
西部

４，５９６
３，２２５
２，３９９

０．２５９
０．０９７
０．３２８

１，１９０
３１３
９７４

４，１１４
２，５１９
１，９２０

２８．９
１２．４
５０．７

２，３９０
１，８４９
１，５３４

４９．８
１６．９
６３．５

（出所）日本：Minami（１９７３，２００）。ただしαは表１。SLは農業年雇賃金。
中国：APLは第一次産業GDP÷第一次産業労働力として算出。GDPは『中国統計年鑑２００８』表２―

１，表２―５。労働力はセンサスを基準とした推計値（表４参照）。αは表１，表２。
SL（推計１：農村家庭１人当たり純収入，推計２：農村家庭１人当たり生活消費支出）は図１。
デフレーターは名目一次産業GDP÷同実質値として推計。資料は『中国統計年鑑２００８』表２―１，
表２―５。

（注）日本：１９３４～３６年価格，中国：１９９５年価格。

（万人）

労働力
推計（１） 推計（２）

均衡労働力 過剰労働力 同割合（％） 均衡労働力 過剰労働力 同割合（％）

日本
１９０６～１９４０ ２，１３３ ９１７ １，２１６ ５７．２

中国
１９９０～１９９５
１９９６～２０００
２００１～２００５

４５，９０７
４５，６７１
４５，８０３

１１，１２９
１３，０７７
１６，１１２

３４，７７８
３２，７６１
２９，６９１

７５．７
７１．５
６４．８

１９，３１６
２４，５８５
２９，９１３

２６，５９１
２１，２５３
１５，８９０

５７．９
４６．４
３４．６

東部
中部
西部

１５，９２５
１７，１５４
１２，７２４

６，９６０
２，７３３
６，４１９

８，９６５
１４，４２１
６，３０５

５６．３
８４．１
４９．６

１３，８２９
５，１２０
１０，９６４

２，０９６
１２，０３４
１，７６０

１３．２
７０．２
１３．８

（出所）日本：南・小野（１９７７，１５９）。
中国：表３より算出。

（注）均衡労働力はMPL＝SLとする労働力。過剰労働力は労働力と均衡労働力との差。

表３ 第一次産業における限界生産力と賃金の比較：日本と中国

表４ 第一次産業における過剰労働力の推計：日本と中国

中国経済の転換点
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ーセント［本台・羅１９９９，７３］である。われわ

れの３つの推計値（１９９０～９５年）は５７．９～８２．４

パーセントであるから，２つの先行研究のうち

後者に近い。また戦前期日本については筆者の

１人による推計があり，それによると１９０６～４０

年の平均値は５７パーセント［南・小野１９７７，

１５９］であり，現代中国の３つの推計の最低限

に位置している。

表４には，２００１～０５年については東部，中部，

西部における過剰労働力率が掲げられている。

３つの推計のいずれでも東部と西部地域の過剰

労働力率が小さい。また，省別に見ると大部分

の地域でプラスであるが，ごく一部でマイナス

である。例えば推計（２）の場合，２つの省（海

南，新疆）だけがマイナスである（注１４）。全体と

しては依然として多くの過剰労働を抱えている

と言える。

Ⅲ 農業労働力の流出と

郷鎮企業の雇用吸収力

１．農業労働力の流出

農村における過剰労働力の水準と変化を規定

するのは農業労働力の限界生産力MPL，した

がって平均生産力APLである。APLは，農業の

技術水準や機械化などと同時に労働力の大きさ

に大きく依存する。表５によると，第一次産業

労働者は１９９０年代以降減少しているが，７０年代

と８０年代には大きく増加したため，全期間（１９８１

～２００７年）では年間１３１万人の増加である（注１５）。

これに対して日本では戦前期（１９００年代から３０

年代末まで）にわずかながら減少しており，戦

後には急速な減少が見られる。１９５１年から転換

点とされる１９６０年まで，年間４６．５万人の減少で

ある。要するに，農業労働の変化の違いが過剰

労働の変化に大きな違いをもたらしたのである。

（万人）

第一次産業労働力の変動 非一次産業労働力の変動

増加数 自然増加数 純流出数 純流出率
（％）

増加数 うち「純流出数」
の割合 （％）

日本
１９０１～１９４０
１９５１～１９７０

－４．３
－４６．０

１０．４
２４．７

１４．７
７０．７

０．９６
４．９３

２４．２
１２３．４

６０．７
５６．８

中国
１９８１～１９９０
１９９１～２０００
２００１～２００７
（１９８１～２００７）

１，０１９
－７７
－８４０
１３１

１，１１２
４３５
４１８
６８２

９３
５１２
１，２５８
５５１

０．２７
１．１３
２．８３
１．２５

５３１
７３４
１，２８２
８０１

１７．５
６９．８
９８．１
６８．８

（出所）日本：Minami（１９７３，１０６）。
中国：産業別労働者数より推計。産業別労働者数は南・薛（２０１１）。ただし２００１年以降は『中

国統計年鑑２００８』表４―３とリンクして延長推計。
（注）１年次の計数。

表５ 第一次産業労働力の変動要因：日本と中国
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農民工増加率

非一次産業GDP成長率

一次産業純流出率

では両国におけるこうした違いはどうして生

じたのであろうか。農業労働力の大きさと変動

は，自然増加と他産業への純流出に依存する。

表５によると，他産業への純流出が自然増加を

下回ったことが農業労働力の増加を招いたこと

が分かる。全期間については，１年当たり純流

出数は５５１万人であり自然増加数６８２万人に及ば

ない。これに対して１９５０年代の日本では，純流

出数は８０．７万人であり自然増加数３４．２万人を大

幅に上回っている。流出速度の違いは純流出率

に明らかである。１９５０年代の日本は１年当たり

５．１６パーセントであるが，１９８１～２００７年の中国

では１．２５パーセントにすぎない。

現代中国における比較的緩やかな農業労働の

流出の基本的な要因は，都市産業における労働

需要の増加がさほど急速ではなかったことであ

る（注１６）。図３によると，農業労働の純流出率は

非一次産業実質GDPの成長率と見事な相関を

有しており（注１７）前者が基本的には都市産業の成

長に依存していることを示す。同じ図には農民

工の増加率も描かれている。農民工数は農村固

定観察点弁公室と国家統計局の推計によるもの

であり，その変化はわれわれの推計による農業

労働の純流出と相関関係にある（注１８）。

２．人口要因の役割の評価

以上のように中国では，都市産業の急速な成

長が農業労働を都市に吸引しつつあるものの，

その規模は充分ではない。これが転換点への接

近を阻害している主要な理由である。図４によ

ると総労働力に占める第一次産業の割合は，中

国では１９７０年代以降低下してはいるが，その低

図３ 非一次産業GDPの成長率，一次産業純流出率，および農民工増加率の変動

（出所）一次産業純流出率：表５。
農民工数：１９８７～９９年は農村固定観察点弁公室推計［厳２００７，図１］。ただし１９９２，１９９４年は補完。

２００１～０５年は国家統計局推計［厳２００７，表２］。
非一次産業GDP成長率：『中国統計年鑑２００８』表２―３。

中国経済の転換点
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下傾向は終戦直後の日本に比べるとはるかに緩

慢である。

ここでは，現代中国における都市労働市場の

変貌の主たる要因を人口要因に求めようとする

見解に触れておきたい。蔡�等は，人口増加率

の低下によって労働供給のテンポが鈍ったこと

が，労働市場の基調変化に寄与していると主張

している［Cai and Wang２００６］。表６には，労

働供給の指標として１５歳以上人口と労働力の増

加率が掲げられている。確かに１９９０年代以降の

（％）

１年当たり増加率

１５歳以上
人口

労働力

日本
１９２１～１９４０
１９５６～１９６０
１９６１～１９７０

１．３９
１．９７
１．９４

１．２６
２．００
１．９０

中国
１９８１～１９９０
１９９１～２０００
２００１～２００７
（１９８１～２００７）

２．４７
１．６５
１．６９
１．９６

２．７３
１．２１
０．８８
１．６９

図４ 第一次産業就業者割合の変化：日中比較

（出所）中国：南・薛（２０１１）。ただし２００１年以降は『中国統計年鑑２００８』表４―３とリンクして延長。
日本：Minami（１９７３，９１）。１９７１年以降は「労働力調査」の計数。

表６ 労働供給指標の変動：日本と中国

（出所）日本：Minami（１９７３，２３９）。
中国：センサスをベースとする推計［南・薛２０１１］。ただし２００１年以降は次のような手法で延長推

計した。
１５歳以上人口については２００４，２００７年人口変動調査（『中国統計年鑑』各年版）を利用し，労
働力については『中国統計年鑑２００８』表４―３の計数を利用した。
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中国のそれは日本に比べて小さい。労働力の増

加率をとれば，１９９１～２０００年は１．２パーセント，

２００１～０７年は０．９パーセントにすぎず５０～６０年

代の日本の半分程度である。しかし戦前日本で

もそれは決して高い水準ではなかった。戦前

（１９２１～４０年）では１．３パーセントと１９９０年代の

中国と同じである。そしてそれが戦後初期に２

パーセントに上昇したにもかかわらず転換点を

越えたのは，高度成長による労働需要の急速な

増加のお陰であった。労働市場の動向（転換点

への接近と通過）については，緩慢な労働供給

は有利な条件であることは否定し得ないが，基

本的には労働需要の動向に注目する必要がある。

３．郷鎮企業の雇用吸収力

農業を離れた労働者のすべてが都市に移動す

るわけではない。一部は農村の郷鎮企業（注１９）に

吸収される。郷鎮企業の大多数はかつて地方政

府が経営する農村企業であった。これは競争的

な市場に直面し，都市産業との競争にさらされ

経営が悪ければ倒産の運命にある。これはルイ

スの分類では近代部門に該当すると考えられ，

ルイスの二重構造論を適用する際に留意する必

要がある。

推計される生産関数（一次同次）は次のとお

りである。

LnYi�Ki＝A＋�LnLi�Ki＋
��j Dij＋ui （２）

Yは付加価値額，Lは労働力，Kは粗資本ス

トック（YとKは１９９５年価格），Djは地域ダミー

（農業生産関数と同じ），Aは定数，uは誤差項，

添字iは省をそれぞれ示す。�は労働の生産弾
力性であり，１－�は資本の生産弾力性�であ
る。�は地域ダミーのパラメーターを示す。計
測に使用されるのは『中国郷鎮企業統計年鑑』

の省別データであるが，１９９３～９５年では一部の

データが欠けるため除外し，１９９０～９２年と９６～

２０００年の期間毎の平均値によって推計する。

表７によると，労働の生産弾力性の計測値は

２つの期間において有意である。表８は労働の

限界生産力を計測し郷鎮企業の賃金と比較した

ものである。それによると両者はかなり近い水

準にあり，過剰労働が存在しないことを示す。

これは本台・羅による研究結果［本台・羅１９９９，

６５］と一致している。郷鎮企業は，近代化の初

期に，農村の市場化・工業化の空白を埋める形

で急成長した。しかし１９９０年代後半以後は都市

の近代企業との競争で伸び悩んでいる。１９９５～

２００７年の１年当たり増加数は１８６万人であ

る（注２０）。

労働生産弾力性
α

資本生産弾力性
β

地域ダミー 中部
D１

地域ダミー 西部
D２

決定係数

１９９０～１９９２

１９９６～２０００

０．６１５
（６．２４）
０．５５２
（２．９９）

０．３８５

０．４４８

－０．１４６
（１．７１）
０．１１４
（０．６５）

－０．３５２
（４．０７）
－０．２９７
（－１．６３）

０．６４３

０．４７１

（出所）本文参照。

表７ 郷鎮企業の生産関数の計測

中国経済の転換点
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む す び

──結論と残された課題──

１．要約と結論

沿岸都市で農民工が不足し始めたという２００４

年の報道にもかかわらず，マクロ統計ではその

事実は確認することができなかった。労働需給

バランスを表す失業率の低下はなかったし，農

民工賃金の相対的上昇という現象も見られなか

った。さらにその年，もしくはその近くの年に

「ルイスの転換点」を越えたという議論には大

きな疑問符がつく。それらの議論に共通する欠

陥は，農村の労働市場に関する分析が行われて

いないことである。

そこで本稿では，最新のデータによって農業

の生産関数と労働限界生産力を推計した。すな

わち１９９０年から２００５年までを３つの期間に分割

し，それぞれについて計測を行った。それによ

ると，以下の主な結果が得られた。第１に，最

新期間（２００１～０５年）でも労働の限界生産力は

農村家庭の１人当たり純収入の５６．６パーセント

（推定（１）），１人当たり生活消費の７５．５パーセ

ント（推定（２））であり，それぞれ農業労働の

６４．８パーセント，３４．６パーセントが過剰労働力

（限界生産力が生存水準に及ばない労働力）であ

ることが判明した。第２に，初期期間（１９９０～

９５年）と比べると，限界生産力と生存水準の比

率には上昇傾向，過剰労働力率には低下傾向が

見られる。すなわち中国農業の限界生産力は遅

まきながら上昇し，その結果転換点に向かって

進行しているのである。第３に，地域別に見る

と，東部と西部の過剰労働力率は中部より低く，

マイナスの過剰労働力率を示す省（海南，新疆）

もある。以上３点を総合すると，現在の中国農

村では，今かなりの数の過剰労働が残存し転換

点を通過していないが，転換点へ接近しつつあ

ることは否定できない。

これまで転換点への接近を阻害してきた基本

的な原因は，農業労働力の都市への流出が不充

分で，この産業における労働生産力の上昇が遅

れていることである。これに反して１９５０年代の

日本では，都市産業の労働需要の大幅な拡大に

よって農業労働が都市に引き寄せられ，農業人

（元）

労働平均生産力
APL

労働生産弾力性
α

労働限界生産力
MPL＝αAPL

賃金
W

比率
MPL/W
（％）

１９９０～１９９２
１９９６～２０００

５，０７７
８，７５４

０．６１５
０．５５２

３，１２２
４，８３２

２，６４６
４，４８１

１１８．０
１０７．８

（出所）APLは郷鎮企業生産総額÷郷鎮企業労働力。生産総額，労働力は『中国郷鎮企業統計年鑑』
各年版。
αは表７。
Wは郷鎮企業賃金：『中国農村統計年鑑』各年版。
デフレーターは名目非一次産業GDP÷同実質値として推計。資料は『中国統計年鑑２００８』
表２―１，表２―５。

（注） １９９５年価格。

表８ 郷鎮企業における限界生産力と賃金の比較
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口が激減し労働生産力が急激に上昇した。この

結果１９６０年頃に転換点を通過したのである。中

国における農村から都市への労働力流動が不足

している理由について，以下のことが考えられ

る。

第１に，戸籍制度による農村と都市の労働市

場の分断化である［蔡・都・王２００５；馬２００８］。

現在の中国都市部においては，就業，賃金，子

弟教育，社会保障の加入，費用徴収などにおけ

る出稼ぎ労働者と都市戸籍者間の格差が存在し

ており，出稼ぎ労働者の移動コストが高い［蔡・

都・王２００５］。そのため，農村部では過剰労働

力が存在しても，都市部の労働力不足の現象が

起こったことが考えられる。したがって，都市

への労働力流動を促進するため，出稼ぎ労働者

の移動コストを低める政策が必要である。今後，

戸籍制度の改革とともに，農村・都市の労働市

場を一体化させる政策を検討すべきである。

第２に，労働需要の不足である。最新期間に

おいても都市失業率は依然として高い水準にあ

り，労働需要が不足していることがうかがえる。

今後，より多くの農村過剰労働力を雇用させる

ため，都市近代部門の発展による労働需要の拡

大が必要である［南２００４］。各所有制の企業に

おける生産性を向上させる政策，また労働集約

型産業を発展させる政策が求められる。

２．残された課題

ここで本稿では取り上げなかった転換点に関

連する５つの研究課題について述べておきたい。

第１は，労働力の質と転換点との関係である。

本稿を含めた多くの研究では労働力は均一であ

るということが前提されている。しかし沿岸地

域の近代企業，とくに機械産業の組立工程では

多くの若い女子農民工が雇用されている。この

ことは転換点の時期が労働者の年齢によって異

なり，若い労働者ほど労働需要が労働供給を上

回る時期が早く訪れることを示す。同様のこと

は教育程度にもありえよう。農民工の調査によ

ると彼らは中卒以上の学歴者が多数を占めてお

り，都市産業がそうした労働者を求めているこ

とを示す（注２１）。そうだとすれば転換点の時期は

学歴によって異なる可能性も存在する。しかし

長期的視点から見れば質が異なる労働者グルー

プ間（例えば，若年層と中高年層間，低学歴者と

高学歴者間）にある程度の代替関係が存在して

おり，ある労働者グループが不足基調に陥った

場合，他のグループの労働力で代替されること

も考えられる。この意味では，長期的な視点か

らみると，労働者の質が異なる場合においても，

中国全体の大きな転換点の時期は一致する可能

性が存在することが考えられる。

第２は，地域格差と転換点との関係である。

中国は大国であり，地域によって実に大きな違

いがある。地域格差は農業生産（構造・技術）

に限っても明らかであり，そのため本稿では農

業生産関数を全国を３つの地域に大別した上で

推計した。また非農業（構造・技術）について

も地域格差が存在し，それは転換点の時期に大

きな影響を及ぼす。以上のような理由によって

中国では，労働需給は地域によって大きく相違

し，転換点の時期も異ってくることが考えられ

る。本稿の分析でも，農村の生存水準として最

も低い計数を用いた場合，２つの省で転換点を

超えたという結果が得られた。しかし同じ地域

内部でも大きな格差があるはずであり，農業生

産関数の計測も省別に行うなど，より木目の細

かい分析が望まれる。

中国経済の転換点
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第３は，都市インフォーマル・セクター，す

なわち都市零細企業や自営業などに関する研究

である。ルイスの二重構造論は近代部門と非近

代部門の並存を前提としており，通常都市産業

または非農業が近代部門の代表，農業が非近代

部門の指標とされる。農村に立地する工業（郷

鎮企業）は近代部門として農業の過剰労働を吸

収したことは本稿で指摘したが，都市の零細企

業，自営業も非近代部門として農村の過剰労働

を吸収している［丸川２００２，９４―１０８；蔡・都・

王２００５；馬２００８］。戦前日本の都市零細企業は

農村出身の不熟練工を多く雇用しており，彼ら

の大企業に対する相対賃金は低下（賃金格差は

拡大）したことは本文の注８で触れた。データ

の制約はあるが中国でもこの分野に関するさら

なる実証分析が必要である。

第４は，過剰労働力と労働分配率との関係で

ある。農村に過剰労働力が存在すると，そこか

ら低廉な労働力が都市に流れ込み，都市産業の

賃金上昇を阻止するため労働分配率が低下する。

筆者の１人は日本の非一次産業の労働分配率を

推計し，それが１８９６年の７０パーセントから１９４０

年の４６パーセントへ低下したことを見出し，そ

の基本的原因として過剰労働力の存在を指摘し

た。そして戦後は１９５０年代以降しばらく低下傾

向を続けるが，６０年代初頭以降は安定的であっ

た［南・小野１９７７；１９７８；Minami and Ono１９８１］。

一方中国に関するある研究は労働分配率の低下

傾向を見出しており，これは転換点に達してい

ない経済では予想通りの現象である［丸川２００２，

１７３―１８０］。

第５は，過剰労働力と所得分布との関係であ

る。過剰労働力を抱える農業などの低生産性部

門の賃金上昇が相対的に遅れると，国全体の所

得分布は悪化するはずである。この意味で，ル

イスの転換点は「クズネッツの転換点」（不平

等度指標が上昇から低下に転じる点）に一致する

可能性がある（注２２）。このことは日本の経験がよ

く示している。過剰労働を抱えた戦前と戦後初

期には各種賃金格差は拡大し，所得分布は明ら

かに不平等化した。しかし１９６０年頃賃金格差の

縮小と所得分布の平等化が同時に進行しており，

いわば２つの転換点が同時に達成されたと言え

る［Minami１９９８；２００８］（注２３）。一方中国では賃

金格差が拡大し所得分布は不平等化しつつあり

［佐 藤２００３；南・牧 野・羅２００８，第１０章；薛・

荒山・園田２００８；李・史・別雍・古斯塔夫森

２００８］，２つの転換点以前の段階にある。しか

しこの議論には留保が必要である。１９８０年代以

降の日本では再び顕著な不平等化傾向が現れて

いるからであり，その説明には新たな理論的枠

組が必要である。

（注１） Lewis（１９５４）の二重構造モデルは近

代部門と非近代部門の並存を仮定する。前者で

は利潤率極大原理が成立し，後者では労働の限

界生産力MPLが低いため，賃金はその伝統的社

会で支配している「生存水準」SLで決まる（前

者は都市産業，後者は農業によって代表される）。

近代部門はその成長過程で非近代部門の労働力

を雇用するが，それは一定水準で可能である（「無

制限的労働供給」）。しかし非近代部門の労働力

がさらに減少しMPLがSLを超えると，賃金は

MPLによって決定される。その時点が「転換点」

に他ならない。

転換点の労働力をわれわれは「均衡労働力」

と呼び，それを越える労働力をここでは「過剰

労働力」と呼ぶことにする。ルイスは，MPLを

ゼロとする労働力を過剰労働力と呼んだ。しか

し最近の学界では両者を厳密に区分しないこと

が多い。本稿でもその用語法に従う。なお中国
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では，特殊な時期を除いて，マイナスの労働限

界生産力は見出されていない［丸川２００２，３４―

３６］。

（注２） 日本の転換点については異説もある。

これについては南（２００２，２１３―２１４）を参照され

たい。

（注３） 推計は南・薛（２０１１）。南（２００４，９）

にはそれを描いた図がある。なお失業率の変化

に関する詳しい分析として丸川（２００２，第３章）。

（注４） 農村家庭純収入は家庭総収入から各

種の支出を除いたもので，可処分所得に近い概

念である（詳しくは『中国統計年鑑２００８』３５４ペ

ージ参照）。

（注５） 農村における賃金データとして郷鎮

企業賃金があり，時にSLの指標として用いられ

ることもあるが（例えば本台・羅（１９９９）），郷

鎮企業は非近代部門ではなく，「近代部門」とみ

なすべきと考え（第Ⅲ節），ここではSLの指標と

はしない。これは２つのSL指標よりかなり大き

く，２００７年ではそれぞれ２．５１倍，３．２２倍となっ

ている。

（注６） 『中国統計年鑑』に掲げられた１９業

種の中でもっとも高い賃金の産業である。

（注７） 製造業の企業規模別賃金格差はその

代表的なものである。大企業に対する中小企業

の賃金比率は，１９５０年代に低下し５９年に上昇に

転じている［Minami１９７３，１７５―１７７］。なお中

国ではこれに類する統計は得られない。

（注８） ルイスの転換点の画期に有効な賃金

は農業賃金であるが，都市産業における不熟練

労働の賃金も重要である。筆者の１人が日本の

転換点を論じた時には，農業年雇労働の賃金と

繊維産業女子労働の賃金を用いた［Minami１９７３，

１３３―１７８］。

中国における不熟練労働の実質賃金の分析と

してはMeng and Bai（２００７）がある。彼らは，

不熟練労働の実質賃金には大きな上昇は認めら

れないとして中国における転換点通過説を鋭く

批判した。ただしそこで用いられたデータは広

州の７工場のデータに限定されており，そこか

ら全国的傾向を読み取るには慎重であらねばな

らない。

（注９） 東部（１２地域）は遼寧省，北京市，

河北省，天津市，山東省，江蘇省，上海市，浙

江省，福建省，広東省，広西省，海南省，中部

（９地域）は黒龍江省，内蒙古自治区，吉林省，

山西省，河南省，湖北省，湖南省，安徽省，江

西省，西部（１０地域）は新疆自治区，寧夏自治

区，甘粛省，陝西省，チベット自治区，四川省，

重慶市（１９９６年以降），青海省，貴州省，雲南省

である。重慶市は１９９７年に四川省から分離され

たが，９６年については９７年の状況によって推計・

分離した。

（注１０） 地域ダミーについては，東部ダミー

（東部＝１，その他の地域＝０），中部ダミー（中

部＝１，その他の地域＝０），西部ダミー（西部＝

１，その他の地域＝０）を設定している。計量分

析では，東部地域をレファレンス組として計測

し，各表では中部ダミー，西部ダミーの計測結

果をまとめている。

（注１１） ただしその後日本の労働弾力性は低

下傾向にあるという［新谷１９８３，１７４］。

（注１２） ここでは農業総生産額を労働，資本，

土地，および流動資本の４つの変数で説明して

おり，流動資本を除くと労働生産弾力性は東部

が０．６２８，西部が０．５０６，中部が０．０３２となる。

（注１３） ルイスとは違った定義による過剰労

働力（例えば，労働生産性を他産業より低くす

る労働力など）の推計も多々あるがここでは取

り上げない。

（注１４） ここでは海南省は水産業が大きなウ

エイトを占めており，新疆ウイグル自治区は特

殊な瓜類が大きなウエイトを占めており，それ

らの生産性が他の地域の農林牧業より高いため

と考えられる。

（注１５） 戦後中国の産業別就業者数の統計と

しては『中国統計年鑑』所載の統計局系列があ

り，累年の計数が得られる。これとは別に国家

統計局は「人口センサス」（１９８２，１９９０，２０００年）

においてより正確な手法で測定している。これ

にはなお問題なしとしないが，現段階で最も信

頼できる計数であろう。少なくとも，すべての

中国経済の転換点
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産業について統一的な調査を行っていることは

重要である。そこで本稿の筆者の１人は，その

計数をベンチマークとしてそのまま採用し，他

の年次を統計局系列とリンクして補完した系列

を推計し，近く発表の予定である［南・薛２０１１］。

本稿における中国全体の産業別就業者について

はその結果を利用している。

センサスの調査結果については問題があると

の指摘がある［岳２００５］。これについては今後

検討したい。

（注１６） 表５によると，１９８１～２００７年では，

非一次産業労働力の増加分の６９パーセントが農

業からの流出によって賄われた。

（注１７）１９７９～２００７年の自由度修正済み決定

係数は０．３５８である。

（注１８） この図で利用した系列は，１９９９年は

６８７２万人，２０００年は計数がなく，２００１年は９４７３

万人である。明らかに１９９９年と２００１年とは不連

続であり，統計の取り方が変わったことを示す。

そのため図では空白となっている。

（注１９） 郷鎮企業とは，（１）旧人民公社時代の

「社隊企業」から転換した村・郷・鎮政府が経

営する企業と，（２）市場経済期に生まれた農村部

の民営企業（個人企業，私営企業），共同経営企

業の総称である（１９９６年１０月の「中華人民共和

国郷鎮企業法」の定義）。

（注２０） 『中国統計年鑑２００８』表４―２。

（注２１） 例えば厳（２００５，第７章）。

（注２２） 所得分布は農村内所得分布，都市内

所得分布，および農村・都市間所得格差の３つ

の要素に分解できる。したがってルイス転換点

通過の所得分布への影響は，これら３つの要因

のそれぞれについて分析する必要がある。

（注２３） 朝元は同じことを台湾について見出

している［朝元２００４，１１―１３］。
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